
出資法人等経営評価書（企業会計用） 整理番号 １３ 　　
　

　 平成27年7月１日現在
県所管部課

電話番号
Ｅ-mailアドレス　

千円 設立年月日

出資順位 出資額(千円)

1 500,000 15.1%

2 500,000 15.1%

3 500,000 15.1%

4 500,000 15.1%

5 500,000 15.1%

その他 808,000 24.4%

設　立
目　的

［事業の概要］ （単位：千円）

平成24年度平成25年度 26

1,206,889 1,270,618 1,335,958

100.0% 100.0% 100.0%

0.0% 0.0% 0.0%

0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0

0.0% 0.0% 0.0%

全体事業 1,206,889 1,270,618 1,335,958

100.0% 100.0% 100.0%

＜ から県民のみなさまへ＞

所　　   在   　　地

代　　表　　者　　名

神栖市東和田２１番地３

鹿島地方事務組合

事業１

代表取締役社長　　水谷　美好(常勤)

ホームページＵＲＬ

資本金（基本財産）

主　　な
出資者

　鹿島地域（鹿嶋市，神栖市）において，一般廃棄物から製造した固形燃料と産業廃棄物を混焼し，その熱エネル
ギーを電気や蒸気として回収することで地元２市と鹿島地域の立地企業が共同して廃棄物を処理するシステムを形
成することにより，資源循環型の地域社会造りを推進する。

 当センターは，地域社会と企業が一体となり，資源の有効活用と地域全体の環境改善を目的に設立され，以
来，地元から排出される一般ごみと産業廃棄物を焼却し，その熱エネルギーを回収して活用することにより，資
源循環型の地域づくりに貢献しております。
 環境意識の高まり，ゼロエミッション・３Rの進展に伴う廃棄物の減少等，経営環境は厳しさを増しております
が，一層の経営合理化を進めるとともに，安全・安定操業に努め，地域や企業の皆様から信頼を得られるよう，
全社一丸となって取り組んで参ります。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２８年２月　代表取締役社長　　水谷　美好

産業・一般廃棄物及び
RDFの処理、焼却熱を
利用した電気事業

事業３

鹿島共同再資源化センター株式会社

全体事業に占める割合

全体事業に占める割合

事業２

鹿島共同再資源化センター株式会社

［法人の概要］

内　　　　　　　　　　　　容

新日鐵住金

事　　　業　　　名

出　　　　　　　資　　　　　　　者　　　　　　　名

生活環境部廃棄物対策課

０２９９－９５－１１１１

平成10年12月1日

三菱化学

出資比率

日本政策投資銀行

　鹿島臨海コンビナート内産業廃棄物の共同処理モ
デル事業及び自治体ごみの固形燃料の広域処理モ
デル事業及びダイオキシン対策

７１社

茨城県

y-yoshida@kr-c.co.jp

3,308,000

その他
事　業

全体割合
指定管理者

全体事業に占める割合

事業1～3以外

全体事業に占める割合

年度平成 年度
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企業会計用
[経営状況] 鹿島共同再資源化センター株式会社 (単位：千円）　

増減数
売上高 65,340
売上原価 4,165

売上総損益金額 61,175
販売費及び一般管理費 1,293
うち役員人件費(原価計上分含む) △ 379
うち職員人件費(原価計上分含む) 3,926

営業損益金額 59,882
営業外収益 △ 8,096
営業外費用 △ 675

52,461
0

1,789
43,531
7,141

△ 11,860
104,709

△ 116,569

0
△ 153,410

8,764
△ 20,800
△ 162,174
△ 164,800

141,550
0

141,550
補助金 0
委託料 12,819

0
0

合　　　計 12,819
財政的関与の割合（％） 1.0

0
0

合　　　計 0

増減P
△ 0.5
△ 0.3
△ 0.0

0.0
3.4

30.0
△ 6.6

［組織］

　 県派遣 県OB 　 県派遣 県OB 　 県派遣 県OB

3 0 0 3 0 0 3 0 0 0
9 0 0 9 0 0 9 0 0 0

計 12 0 0 12 0 0 12 0 0 0
管理職 5 0 0 5 0 0 5 0 0 0
一般職 27 0 0 28 0 0 32 0 0 4

0 0 0 0
計 32 0 0 33 0 0 37 0 0 4

5.8 千円
年

千円

区　　　　　　分

法人税・住民税・事業税

うち短期借入金

うち長期借入金

損失補償・債務保証契約に係る債務残高（期末）

算式等

貸
借
対
照
表

資産

繰延資産

特別利益

プロパー職
員平均勤続

年数

人件費／売上高

嘱託・臨時職員等
職員

常勤職員（嘱
託・臨時職員を
除く）の年齢構
成

非常勤理事・監事

借入金比率

売上高経常利益率
総資産回転率

販売管理費比率

0
0

固定負債

流動負債

固定資産

利益剰余金等

純資産 2,218,297

その他（分担金・負担金・出資金等）

△ 1,089,703

22,175
1,712

売上高／総資産
経常利益／売上高

当
期

流動資産／流動負債　
借入金残高／総資本　

△ 26,514

354,800

資本金

12,033

平成24年度

217,897
97,281

2,386

324,831

7

～20代 30代 40代

2 10 12 6

50代 60代

増減理由

5.7%
0.5

5.7%

役員

　

256.8%
6.0%

226.8%

７月１日現在の人数
平成25年

常勤理事・監事

流動比率

0

6.7%

平成27年

13.2%9.8%

増減数

0.5

0

193.9%
18.5%

平成24年度
16.4%

平成26年

12.6%

8.1%

10.8%
0.4

0

164,800

7.6%

平成25年度
16.0%

0
1.0%

0

0

0
0.0%

185,600

2,352,498
3,308,000

0

377,686

0
0

0.0%
0

185,600

2,920,814

0

当期純損益金額

621,723
2,290,899

148,325

負債

流動資産 629,915

282,875

726,432

0
2,082,533

702,517
274,111

0

2,199,102

損
益
の
状
況

1,206,889

普通預金増
減価償却

経常損益金額

特別損失 8,452

130,263

12,819

32,042
169,200

3,308,000

0 0
0

△ 955,502
0

3,308,000

4,400
2,494,048

177,731

0

平成25年度

134,200

102,193

103,517

0

314,917

194,216

123,980
0

25,499

120,616
173,400

0
468,327

△ 10,220

2,820,825

増減理由
廃棄物受入量増

24,724

1,335,958
988,992

平成26年度

181,657

1,270,618
1,066,201

100,900
25,120

204,417 265,592
1,070,366

163,399

0

14,079
1,037

1,789

176,441

2,808,965
141,341
33,311

損害保険金減

繰延税金資産減少

12,819

約定返済

△ 813,952

借入金残高（期末）
0

15.5%人件費比率
主要経営指標

県
財
政
関
与
状
況

貸付金

0
0

0

備　考

7.9%

平成26年度

自己資本利益率
販売費・一般管理費／売上高　

当期利益/自己資本

6,777.7
常勤役員平均報酬(年額)

5,164.0
37 45.6 歳

プロパー職員平均給与(年額)

合計 平均年齢
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効率性
「内部統制システ

ム構築の基本方針」
並びに「企業倫理要
綱」を制定している
ほか，「リスクマネ
ジメント規則」を制
定し，会社業務の適
正性を確保するため
の 整 備 を 行 っ て い
る。

組織運営健全性

組織,人事,財務等の内部管理体
制が適切に整備･運用され,かつ
情報公開による透明性の確保が
適切か

経営目的，経営方針が各種計画
に反映され，計画・実行・見直
しが行われているか

財務健全性

当社の会社設立時
からの様々な制約条
件を関係先のご理解
を 得 て 逐 次 改 善 を
図っており，平成２
２年度は特別受託を
除き，実質的に黒字
体質の確立が図られ
た。平成２３年度以
降，１億円を超える
収 益 を 計 上 し て い
る。

繰越損失は平成２１
年度より順調に減少中
であるが，今後とも営
業努力による受託量の
増加，修繕費・灰処理
費等の費用圧縮に努め
繰越損失の早期解消を
図りたい。

法人の財務体質が健全である
か，また，各事業の採算性がと
れているか

財務健全性

《評価の視点》

当社は会社設立時に
創業１０年で繰越損失
の解消を計画した。平
成１７年度の減損会計
適用で繰越損失は拡大
したが，平成２０年度
から行った主要株主に
よる経営問題検討委員
会の議論を経て，平成
２１年度からは連続黒
字を継続している。

16 20

目的適合性

計画性

組織の管理運営上における人
的・物的な経営資源が有効活用
されているか

効率性

法人が行っている事業と当初の
設立目的が適合しているか

159

80%

79%

47 85%

財務健全性

得点率

80%

100%

85%

19

評点

16

企業会計用
鹿島共同再資源化センター株式会社

警　戒　指　標

満点

20

20208

目的適合性 計画性 組織運営健全性

合計 9984

［法人の自己評価（経営概況，経営上の課題・対策等）］

2017

［評点集計］

効率性 11

組織運営健全性

評価の視点

目的適合性

評価項目数

計画性

10

9

今後の事業展開の方向

１．社会全体の環境意識が高まり企業における廃棄物削減，リユースやリサイク
　　ルが一層促進される中，当社は資源循環型の地域づくりを目指し，廃棄物処
　　理設備の安全・安定稼動に努め，鹿島地域（鹿嶋市・神栖市）の環境の維持
　　・向上に貢献して参ります。
２．取引先の要望に適切に対応するなどして売上げの拡大を図って参ります。
３．コスト面においても，灰処理費・修繕費をはじめとして諸経費削減に努めて
　　参ります。
４．競争激化が進む産業廃棄物処理業界にあって，取引先からの信頼性向上に
　　努め，社会的責任を果たす中で，エコアクション２１の取得・更新審査適合
　　判定を頂きました。

地域の環境保全を通
じて地域社会に貢献す
るという設立目的に
沿って事業活動を継続
している。
＊平成２３年度にエコ
アクション２１を取得
(平成２４年３月２８
日)し，平成２６年度
には中間審査に適合し
ている。

0%

20%

40%

60%

80%

100%
目的適合性

計画性

組織運営の健

全性
効率性

財務の健全性

経営評価
ﾚｰﾀﾞｰﾁｬｰﾄ

 3



［法人担当課の意見］

1

2

1

2

1

2

［総合評価］

 地域の環境保全を通
じて地域社会に貢献す
るという設立目的に適
合しており，また県で
推進する「循環型社会
の形成」にも適合して
いる。

　借入金の返済が完了
する平成２７年度まで
の中期５ヶ年計画を策
定し，事業を実施して
いる。

　「内部統制システ
ム構築の基本方針」
及び「企業倫理要
綱」に加え，平成２
１年６月に新たに
「リスクマネジメン
ト規則」を制定し，
会社の業務の適正性
を確保する体制を整
備している。

　売上拡大,コスト縮
減により，平成２３
年度以降，1億円を超
える収益を確保して
いる。

　平成２１年度から黒
字を達成し，累積損失
を縮小させた。今後も
継続的に黒字を達成
し，累積損失の解消を
図っていく必要があ
る。

　事業内容は，当センターの設立目的に合致するとともに，県で推進している「循
環型社会の形成」にも適合している。また，平成２１年度から平成２６年度まで６
期連続で黒字を達成している。安定的な経営基盤を確保するため，引き続き黒字の
達成に向け経営努力が必要である。

効率性目的適合性 財務健全性

事
業
成
果

受入量

1,271

H27目標値単位 H24実績

計画性

健
全
性

自己資本比率 ％

52,585

組織運営健全性

指　　標　　名 H25実績

取組みを強化すべき視点 目的適合性

53,785

売上高
百万
円

1,207

53,32055,724 100.0%56,489

法人担当課の意見

26 H26実績 達成度(%)

［経営目標］

トン

区分

経
営
目
標

1,336 100.0%

83.076.0

1,266

40,485

組織運営健全性

1,264

80.0 89.0 100.0% 80.0

1,616

総合的所見等
に係る対応

　平成２６年度の売上高は過去最高の１,３３６百万円を計上し，４年連続増収と
なってはいるが，循環型社会形成に向けた努力により社会全体で廃棄物の削減が進
行する中，法人を取り巻く経営環境は厳しさを増していることから，引き続き経費
削減や売上高の増加，設備の適正な維持管理に努めるよう指導していく。

効率性 財務健全性計画性

総合的所見等

　平成２６年度の経常利益は，市域からの事業系廃棄物の順調な受入や売電収入の
増加などにより，１７６百万円（前期比４２．３パーセント増）を確保した。
　６期連続して黒字を確保しているものの，立地企業のゼロエミッション及び３Ｒ
の流れ中で，競合他社との受入争奪が厳しくなっていくことから，積極的な営業展
開により適正な受託量を確保する一方，運転コストの削減や設備の適正維持を行
い，繰越損失の早期解消を図られたい。

千円 40,233

1,714

39,719

1,5371,712 100.0%

平均目標達成度 100.0%

38,364 100.0% 36,114

従業員１人当たり受入量 トン 1,753

従業員１人当たり売上高効
率
性

改善の余地あり概ね良好 大いに改善を要する改善措置が必要

目標値H
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